
昨今、社会全体が、デジタル化へ急速に様変わりする中、市役所においてもデジ
タルによる変革が求められています。
今後はウィズコロナ・アフターコロナのもと、より一層社会問題の解決や業務改
革を進めていかなければなりません。さらに本市では庁舎建替えという大きな契
機があることから、新庁舎にマッチしたスリムでスマートな行政運営が必要です。
これらを実現するために、「デジタル推進室」を設置し、日々変化する最新のデ
ジタル技術について調査研究するとともに、市民の皆様の利便性向上や職員の業
務効率化に繋がるデジタル技術の導入を進めてまいります。また、デジタル技術
の活用においては、情報システムの管理・運営、情報セキュリティへの対応も重
要な施策ですので、これらも併せて取り組んでまいります。



これまでも本市では、マイナンバーカードを使った住民票や課税証明書のコンビ
ニ交付、スマホアプリを使ったオンライン交付申請をはじめ、税金や保険料、水
道料金などの公共料金についてキャッシュレス決済を実現してまいりました。ま
た、子育て関係の一部の手続きのオンライン手続きを実施するなど、デジタル技
術を活用し市民の皆様の利便性向上に向けた取り組みをすすめてまいりました。
また、スマホの操作が分からず恩恵を受けることが難しい方もおられます。現在、
公民館など公共施設においてスマホ講座を実施しており、スマホの操作が不慣れ
な方が身近で受講できるように、広報誌にスマホ講座の開催状況を取りまとめ掲
載しています。
今後も、最新のデジタル技術の動向に注視しながら、行政サービスのデジタル化
に引き続き取り組んでまいります。



国のデジタル庁では、そのミッションにおいて、「誰一人取り残さない人に優し
いデジタル化」を進めることとしています。
その一方で、スマートフォンなどの利用において、特に年代による格差が拡大し
ているという現状があるなど、社会全体のデジタル化が急速に進むことにより、
デジタル技術を利用できる人と利用できない人の間にデジタル格差（デジタルデ
バイド）が大きく生じる可能性もあります。
本市では、これらのことを十分に踏まえ、すべての市民の皆様にデジタル化の恩
恵を広く行き渡らせることができるよう、デジタルデバイドの解消に配慮しつつ、
誰一人取り残さない、市民本位のデジタル化に取り組んでまいります。


